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The Israeli Economy: Globalisation and High-Tech Industry 




Since the 1990s  , Israel’s industrial development has entered a new phase owing to 
active engagement in Information and Communications Technology- related ventures. In 
the first decade of the 21st century, Israel succeeded in presenting her image as a “start-
up” nation, attracting worldwide attention. Israel’s economy, which was highly 
industrialized, tried to adapt itself to economic and financial globalization. In 2010, Israel 
was accepted as a full member of the Organisation for Economic Co-operation and 
Development. The collapse of Lehman Brothers in September 2008 brought to the fore not 
only the instability of the global financial system as a whole but also the latent weak 
potential of economic growth, especially in developed countries that lacked innovative, 
leading industries. In this framework, microlevel initiatives in Israel carried out using 
active venture capital to explore new niches and new, innovative, high-tech fields attracted 
the attention of various countries. These fields include the wider areas of software 
development in ICT—such as big data analysis, cyber security, nanotechnology, artificial 
intelligence, and the Internet of Things—in addition to biotechnology and the 
pharmaceutical industry. It is important to note that Israeli industrial development has 
been influenced not only by economic necessity but also by national security needs. This 
latter priority guided the selection and concentration of resources within Israel’s limited 
national budget and investment capacity. 
 
Academic research and development also contributed to improvement in the 
technological aspect of the military industry. Technological know-how spillover from the 
military industry contributed to some extent to an emerging, domestic, microlevel high-tech 
industry. The military operations engaged in by the Israel Defense Forces in conflict zones 
in the Middle East, including operations in occupied territories, provided an opportunity to 
enhance the quality and practicability of weapons produced. The increasing volume of 
military grants from the US also supported the military industry in overcoming difficult 
financial phases. Therefore, Israel’s model of a “start-up” nation is not applicable directly to 
other nations, as the model was not neutral, owing to the state’s guidance and intervention 
on security issues. Although the new neoliberal macroeconomic circumstance is favorable to 
the “start-up” of new ventures, the indirect support by the state through various policies 
also contributed to the building of a positive environment for them. New markets for Israeli 
weapons and high-tech gadgets  such as drones are expanding rapidly, particularly in huge 
emerging markets such as India and China. Although the export potential of military 
equipment is immense, it obliges Israel to be involved in delicate and complex international 
political relations among the importing countries. This is a new challenge in this 
unstable and risky world, as high-tech and military equipment always bears 
political implications beyond economic interests. 
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イスラエルの「起業国家」をみる場合、基本的に IT あるいは ICT に関連した業種がモデル化さ
れものが多いが、今日ハイテク企業とされるものは 3000 社を超えていると見られる。イスラエルのハ
                                                   
1  Dan Senor & Saul Singer, Start-Up Nation The Story of Israel’s Economic Miracles, 
Hachette Book Group, New York, 2009. 本書の著者である Dan Senor は米国の外交関係評議







いたが、その後 2 年毎に修正された。 
3 Dan Senor & Saul Singer, op.cit., pp.235-260. 







代半ばの時期に当たる。さらに米国での IT 関連株式のバブルと 2000 年のその崩壊とも重なって
いるが、イスラエルは影響を受けたがそれは比較的軽微なものにとどまった。さらに「冷戦」の終焉と
東欧・ソ連における体制転換という激動は、イスラエルにとっても多面的な影響を及ぼした。何よりも
旧ソ連圏からの 100 万人という大量移民流入が 1990 年前後に起きたことは労働市場に大きな影
















 インテルがイスラエルのハイファに 5 人の従業員で拠点を持ったのは第 4 次中東戦争直後の








は 3 万人の雇用を支えている。従業員の 6 割が R&D（研究開発）に従事し、他はマイクロプロセッ
サ―の製造に従事している。ハイファ以外に４つの開発センターを有し、2 か所に生産部門を持っ
ている。同社は今後 10 年で 18 億 7000 万 NIS（新イスラエル･シェケル）の部品等調達に投資す
                                                   
4 Ibid., p.187. 
5 Ibid., pp.38-48. 









コンピューター・テクノロジーの発展段階は、大概以下の 7 つの波に分類し得るであろう。第 1 の
波は、1950 年代後半から 1970 年代でメインフレームとミニコンピューター時代である。IBM と GE




ウェブ 2.0 で、「クラウド」とモバイル・コンピューティングである。アップルの iPhone、グーグルの「ア
ンドロイド」、アマゾンのクラウド AWS とフェースブックが主役である。第 5 の波は、ビッグ・データの
拡大に処理分析能力を対応させるもので、2006 年の登場した「アパッシュ・ハドゥーブ」に代表され、






















                                                   
6 https://www.intel.com/content/www/us/en/corporate-responsibility/intel-in-
israel.html, Accessed Sep.10, 2017. 









































                                                   
7 Dan Senor & Saul Singer, op.cit., pp.178-194. 










空産業（Israel Aircraft Industries: IAI）はその代表的なものである8。IAIは一時期イスラエル













の能力は E-3 と同等以上と見られているが、その価格は E-3の 3分の 1程度と安価であるため、イ
スラエルは海外への売り込みにも積極的である。海外への売り込みではチリ空軍が 1 機導入してい
る。 








分野では、テクニオン（Technion: Israel Institute of Technology）やイスラエル・イノベーショ
ン・オーソリティーも重要である。イスラエル・イノベーション・オーソリティーは経済省チーフ・サイエ
ンティスト局（The Office of the Chief Scientist: MATIMOP）として知られているが、イノベー
ション政策に関する独立組織とされている。イノベーション促進のための多面的な研究を対象として
                                                   
8 その前身は Bedek（航空機補修会社）で、第二次大戦の余剰航空機の修理事業から発足して
いる。 



































                                                   
9 http://www.netafim.co.jp/, Accessed Sep. 10, 2017. 
10 https://www.eurasiagroup.net/issues/top-risks-2017, Accessed Aug.25,2017. 
























 この問題を解決しようとして登場したのが BIRD 助成金プロジェクト（Binational Industrial 
Research and Development: 2国間 R&D）で、1976年に創設されていたが活動を事実上開始
したのはタイコ・インターナショナル社副社長のエド・ムラスキーが米商務省科学技術担当副長官の





要とする資金の半額を助成した。貸付額は一件当たり 50 万ドルから 100 万ドルであった。最終的
には 2 億 5000 万ドルが 780 件のプロジェクトに融資され、この中から 1990 年代に入って米


















ヨズマにより 1 億ドルの政府投資が行われ、10 の VC が創設され、それぞれの VC にはトレーニ










 第 4段階は、民間資本および外資による VCの発展であり、今日の VCを代表する。さらに BIRD














年以降は全額無償援助となった。1985 年以降はほぼ経済援助 12 億ドル，軍事援助 18 億ドルを





額では最大規模となっている。2016年 9 月 14日に、米・イスラエルは覚書を交換し、10 年間にわ
たり約 380 億ドルに及ぶ軍事援助供与に合意した。これは 2018 年に終了する 10 年間にわたる































究成果の商品化のための Yissum（実行）プロジェクトを立ち上げており、2007 年時点での 5500
の特許と 1600の発明を登録、そのうち 3分の 2がバイオ関連となっており、バイオへの関心の深さ




                                                   
11 Dan Senor & Saul Singer, op.cit., p.256. 
12 Ibid., p.256. 











2017 年初頭、イスラエルにはマリファナ関連薬品企業が既に 50 社を数えている。有力企業には









トリア・グループはすでに 2014 年にタバコ・メーカーであるイスラエルのグリーン・スモーク社を 1 億
1000 万ドルで買収しており、2016 年初頭にはマリファナ吸引器を開発しているサイケ・メディカル












グーグルの親企業が欧州バイオテク・グループに投資する新たなファンド Medicxi Growth 1 に
大々的投資を始めたのはそのためであろう17。 
                                                   
13 ジェネリック医薬品を取り扱う「武田テバファーマ株式会社」と武田薬品から継承した長期
収載品を取り扱う武田テバ薬品株式会社の 2社で構成されている。「武田テバファーマ」の持ち
株比率はテバ・ホールディングスが 51%で武田薬品が 49%となっている。 
14 The Financial Times, Feb.17, 2017. 
15 The New York Times, March 11-12, 2017. 
16 英『エコノミスト』編集部（土方奈美訳）『2050年の技術』文藝春秋､2017年、134ページ。 
17 The Financial Times, June 15, 2017. 





















UAVは Unmanned aerial vehicle の略称で無人航空機、いわゆるドローンである。 IAI ヘロ
ン（Machatz-1）は IAI のマラト部が開発した UAV で 52 時間飛行し続けることが可能である。
2008-2009 年のガザ空爆作戦で IAI 製の UAV ヘロン（Heron）が初めて実戦に使用された。そ
の際、UAV ヘロンとヘリと戦闘機の連携作戦が、空軍の中央指令部ではなく、陸上部隊の直接指















                                                   
18 The Financial Times, March 14, 2017. 
19 The Financial Times, March 15, 2017,  
20 英『エコノミスト』編集部、241 ページ。 













 このような変化を背景に、20 世紀末から 21 世紀にかけて特に注目されるイスラエルの対外経済
関係の変化は、第 1に多角化が進んでいること。第 2に、米欧優位構造は続いていること、第 3に、
周辺アラブ地域との貿易関係は未発達でパレスチナ自治地域、エジプト、ヨルダンなどに限定され
ていること、第 4 に、中国、インド、トルコ、ロシアなどのいわゆる BRICS 諸国やトルコのような新興
経済圏との間の貿易が急増傾向にあることである。1997 年のこれら 4 カ国からの輸入は 10 億ドル
で総輸入額の 3.5%であったが、2000年には 22億ドルで 6.3%、2008年には 87億ドルで 13.4%
に達した。輸出で見ると、1997 年は 9 億 110 万ドルで総輸出額の 4%、2000 年には 14 億ドルで
4.4%、2008 年は 40~60 億ドルで 9.8%に達した。この比率は小さいようであるが、伸び率は加速
化している。 
  
表 イスラエルの仕向け地別輸出額（同比率） 10 位まで（2014 年） 
順位 国名 輸出額（億ドル） 対総額比率（%） 
1 米国  186       26.9 
2 香港      61        8.9 
3 英国      40              5.8 
4 ベルギー   33              4.6 
5 中国           28              4.0 
6 トルコ           28                4.0 
7 オランダ   25              3.6 
8 インド           22             3.2 
9 ドイツ           17             2.5 
10 フランス   17             2.4 
（出所）IMF 貿易統計 
    
2014 年の輸出先上位 10 カ国をみておこう21。輸出額を見ると、ロシアを除く中国、トルコ、インド
の 3 か国だけで総額に占める比率が 20%を超えており、欧州主要国全体に接近している。なお同
                                                   
21 http://www.worldsrichestcountries.com/top_israeli_exporters_trade_partners.html, 
Accessed Sep.10, 2017. 












めてトップの座となっている。ちなみに同年の第 2 位がサウジアラビアで 7%と、約半分となっている。
過去 20 年間インドはイスラエル製兵器の主要輸入国となっており、ここ数年は 10 億ドル以上のイ
スラエル兵器を毎年輸入しており、最大の輸入国の一つである。インドが輸入しているイスラエル兵
器はミサイル、UAV と兵器システムであるまた 2016 年 11 月に訪印したイスラエルのリブリン大統
領とモディ首相の間で両国が兵器の共同生産に進むことで合意されており、単なる貿易関係に限
定されていない。さらに 2004 年にイスラエル・ロシア・インド 3 国間取引が合意されており、それに
よるとイスラエルはインド空軍に 11 億ドルの EL/W-2090 レーダーを供与するとともに、ロシアはそ
れをイリューシンⅡ-76 プラットフォームにセットすることを可能にするものとされる。 
イスラエル・ロシア間の兵器・ハイテク分野での協力が新たな段階とする方向性が打ち出されたの
















国の戦略的協力関係の格上げを示唆するものであった23。さらにインドは IAI と 25億ドル規模の商
談を成立させたが、1 件の商談としてはイスラエル史上最大の規模のものである。 
 
                                                   
22  http://www.worldsrichestcountries.com/top_israeli_exporters_trade_partners.html,   
Accessed Sep. 10, 2017. 
23 “The Hindu”, July 7, 2017 






 ロシアとイスラエルとの間の兵器関係での協力が目立つようになるのは 2009 年以降であり、ロシ
アが特に注目したのはイスラエル製無人機（ドローン）である。2009年 4月に、 Bird Eye-400, I-
View Mk150 を 8基、Searcher Mk.2 UAVs を 2基購入したが、その総額は 5300万ドルといわ
れる。同年末にはさらに 36 基のドローンを追加購入し総額 1 億ドルであった。2010 年に 4 億ドル
でドローン購入した。2012年にはロシアでイスラエル・ドローンのアセンブリー生産が始まっている。
これはロシア軍の使用に供するものである。2015 年 9 月にもロシア軍はイスラエルから 3 億ドルの













































































の IAI, ジェネリック製薬会社の TEVA の企業経営が常に順調であるわけではない。第 8 に、本
論では触れなかったが、沖合で発見された天然ガス田は今後エネルギー制約から逃れ得る可能性
を与えており、これがイスラエル経済に与える影響は大きいと思われることである。第 9 に、アラブ中
東世界においてイスラエルの産業発展と起業に対する関心が高まっていることである。しかし、政治
的問題は別にしても、イスラエル・モデルの他地域での導入は容易ではないであろう。それは上記
で述べたような米国との特殊関係などの様々な条件を一般的には享受し得ないからでもある。さら
に文化的社会的背景の相違も決して無視できない大きな要因として存在しているからである。しか
しパレスチナ自治区やヨルダン経済などへのイスラエルの産業構造の変化の影響は政治的側面を
含め今後注目される課題であると思われる。 
 
